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新 NISA開始に向けた証券市場活性化のための取組みについて 

 

 

政府は、新しい資本主義の実現に向けて、国民の「資産所得倍増プラン」を掲げ、その柱の一つと

して、来年 1 月から NISA（少額投資非課税制度）の抜本的拡充・恒久化を行った新 NISA を開始す

る予定です。新 NISAにより、家計の投資が企業の成長を支え、その成長の果実が家計の所得として

還元される「成長と分配の好循環」を実現することが期待されています。 

 

こうした中で、当社 JPXグループは、証券市場の中核的インフラとして、これまでも当該「好循環」

の実現に貢献すべく、「中期経営計画 2024」を策定し、それを実行する中で、証券市場の環境整備に

努めてきたところです。 

 

JPXグループとしては、新 NISAが始まるこのタイミングを証券市場のさらなる活性化を図る好機

と捉え、特に、新 NISAの対象となるような比較的小口の投資を対象に、より利用しやすい仕組みと

なるよう、取り組んでまいります。 

 

詳細については、別紙をご覧ください。 

 

 

 

 

以 上 
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新 NISA開始に向けた証券市場活性化のための取組み 

 

（１）より投資しやすい投資単位や商品、利用コストへ 

【投資単位の引下げ】 

比較的小口の資金でも投資が可能となるように、さらなる投資単位の引下げのための取組みを推

進してまいります。 

 

【小口でも分散投資が可能な ETFなど上場商品の拡充】 

昨今の多様化した投資ニーズに的確に応え、中長期投資の選択肢として、小口の資金でもリスク分

散投資等が実現できる多様な ETFなどの商品の上場を推進しております。 

 

【市場利用料金の見直し】 

新 NISA開始に伴い、比較的小口の投資が増える可能性がありますが、小口の投資が増えた場合、

現在の取引所の手数料体系では、一部の証券会社に過分な負担を発生させてしまう懸念があります。

今回、こうした事態を可能な限り回避する観点から、特に口座数や件数を算出基準として、証券会社

からいただいている各種手数料について、適切な見直しを行います。 

具体的には、すでに、本年６月から、注文件数に応じて証券会社からいただくアクセス料について

見直しを実施しております。 

また、来年１月からは、個人の方の口座数に応じて証券会社からいただくリアルタイム個別端末料

についても見直しを行うこととしております。 

さらに、来年春以降、株式や ETF等の取引を行った際に証券会社からいただく手数料の一部（清

算手数料）について、料金体系の見直しを行う方向で検討を進めています。 

 

（２）企業の持続的成長への後押し 

先般、企業価値向上の観点から、上場会社に対して「資本コストや株価を意識した経営の実現に向

けた対応」の要請等を行っていますが、今後も、グロース市場の機能発揮に向けた検討を進めるとと

もに、上場会社の企業価値向上に向けて取組みの促進・サポートを行い、日本市場の魅力向上に取り

組んでまいります。 

 

（３）家計の金融リテラシー向上の支援 

当社は、取引所という中立な立場から正確な情報を提供していく視点に立ち、職域をはじめ小中高

生から退職世代まで幅広い層に対して金融経済教育を展開しております。先般成立した関連法律に

基づき設立される金融経済教育推進機構も含め、関係団体等との連携を強化しながら、金融リテラシ

ー向上に貢献してまいります。 

 

以 上 

別紙 


